
１．選挙制度の淵源をたどる意義

� 硬質な選挙制度―起草時と現在

　選挙制度はどのように作られ，どのような運

用を経て現在に至るのか。いかなる先行事例を

吟味し，国情に照らして制度が作られ，改変さ

れてきたのか。そのことは現在の制度のみなら

ず，その国の政治文化を理解するうえで欠かす

ことのできない視点であろう。

　選挙制度の伝播と受容を日本の事例から論じ

ようとすると，なにより制度起草時の理念が現

在まで色濃く継承されていることに驚かされる。

起草時から検討されていた比例代表制が，度重

なる検討にもかかわらず近年まで導入されてこ

なかったように，それは新しい制度を容易には

受容してこなかった歴史でもある（１）。日本の選

挙制度は，起草時にほぼそのありようを固めた

硬質なものとみることができるだろう。それは

なぜか。

　このことは日本における立憲政治の形成に深

く由来している。現在の公職選挙法の原型であ

る衆議院議員選挙法は，憲法附属法として「国

制」の一翼を担い，衆議院だけで改変すること

ができなかった（２）。このことは制度を硬質なも

のと捉える傾向を生み，制度への依存と馴致が

進んだ。戦後は自民党による一党優位制と派閥

間の牽制のため，制度改変はより複雑な組織内

調整を要するようになった。その帰結として，

選挙法は起草時の思想を色濃く残しながら今日

に至っている。

� 広範な制度参照―日本への適用をめぐって

　国政を論じる会議体をどのように作るかは，

明治政府にとって国家の独立と並ぶ最重要課題

であった。明治国家の所信を表明した五ヶ条の

御誓文は議会政治の導入を表明すると同時に

（第１項），身分制度を乗り越え，人心を一新す

ることを誓っていた（第２項以下）（３）。明治政府

は，いかにして有能な人物を集め，会議を動か

していくかという課題に直面していたのである。

　そのため，政府は早くから制度研究に熱心で
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要旨：選挙制度はどのように作られ，どのような運用を経て現在に至るのか。選挙制度の
伝播と受容を日本の事例から論じるべく，選挙区の設定，一票の格差，間接選挙と直接選
挙，選挙権者と被選挙権者，投開票の方法，選挙運動の制限といった視点からこの過程を
みていくと，制度起草時の理念が現在まで色濃く継承されていることに驚かされる。
　憲法がドイツ（プロイセン），議会制度がイギリスを範型としたのに対し，選挙制度は
特定のモデルを持たずに広く各国の制度を検討して，日本の実情に応じて作られたもので
あった。たとえば制度設計者たちが，選挙の正当性を確立するために「選挙の自由」を広
く確保する一方で選挙管理者たちの不正に厳しく目を光らせていたこと，政府部内の不協
和音を実地で解消することに腐心していたこと，その結果として選挙区は地方の実情を強
く反映したものとなったことは，その後今日に至るまで選挙を規定したひとつの「制度」
の確立として特筆されるだろう。
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〈特集１　選挙制度の発生・伝播・受容（Ⅱ）〉

日本の選挙制度
―その創始と経路―
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あった。開成所の教授であった加藤弘之が『立

憲政体略』でイギリス，フランス，プロイセン，

オランダの制度を紹介したのを皮切りに（４），元

老院をはじめとする各機関がアメリカ，イギリ

ス，オランダ，カリフォルニア州，フランスな

どの選挙法を研究，紹介し，議論の材料を提供

した（５）。後発立憲国家となった日本は，欧米各

国の先行事例を丹念に吟味して制度設計にあた

ることができたのである。

　制度設計者たちもその利点に自覚的であった。

たとえば，選挙法をはじめとする重要法規を附

属法として憲法と切り離して制定したのは立憲

政治調査のために洋行した伊藤博文に，事実上

の師となるローレンツ・フォン・シュタインが

与えた示唆であった（６）。

　伊藤の側で制度設計を支えた金子堅太郎は次

のように回想している。

　「世界各国の政治家及憲法学者が，日本の憲

法の英訳を見て曰く，誠に此憲法はよく出来て

いる。世界各国の数は百条もあるのに，日本の

憲法は僅か７０何条〔筆者注：成案は１０１条〕骨子

だけである。しかしてその運用は議院法，貴族

院令，衆議院議員選挙法の三法令に譲ってある。

これは実に世界無比の巧妙なる憲法だ。此方法

が一番よい。（中略）流石は日本は一番あとで憲

法政治を布いたから仕合であった」（金子堅太郎

「議会開設当時の事情」）（７）

　先行する欧米各国の経験を踏まえた日本の憲

法制定過程は，各国から見れば「仕合せ」と映

った。しかし，現実には選挙法の改正すら，何

代にもわたる政権が苦心を重ねなければならな

かった。

　なぜだろうか。日本の事情は欧米各国とは大

きく異なるものであった。同上の調査の際，伊

藤は「日本国は一瞬時に封建制より立憲制に転

化したる者にして歴史上未だ前例なきところな

り。故にこの情勢に適当する憲法及選挙法の模

範を他の国民に求めんとすることは甚だ難き所

なり」と，既存制度を適用する難しさを指摘さ

れている。彼はこの点を深く意識して制度設計

を進めるようになった（８）。

　以後，制度設計者たちは各国の事例に学びな

がら，いかにして日本の実状に合った制度とす

るかの模索を重ねることとなる。それが憲法と

その附属法を通じて，日本の硬質な立憲政治を

かたちづくるものとなる。

� 本稿の目的―歴史と現在

　そうであるなら，この模索の過程こそ丹念に

検討する必要があるだろう。しかし，これまで

の日本の選挙制度研究は，その大半が１９２５年の

いわゆる普通選挙法以後を扱うものが大半であ

り，選挙法の起草を含め，それ以前を扱う研究

はきわめて少ない（９）。

　原因は二つ考えられる。第一に，帝国議会が

第１議会の開会直後に出火に見舞われ，制定の

最終段階を担った臨時議会事務局の資料が灰燼

に帰したため，不明な部分が多いことが上げら

れる。第二に，明治憲法の制定過程を伊藤博文，

伊東巳代治など制度設計者の私文書を中心に明

らかにした稲田正次『明治憲法制定史』（有斐閣，

１９６２年）があまりに浩瀚であり，これを超える

ことが容易ではないためだろう。

　かくいう筆者も２,０００pに及ばんとする稲田本

を前に茫然自失の思いがした。しかし，精読し

てみると，その目的は制度の受容を理解するこ

とにあり，史料の紹介に重点を置くものとなっ

ている。このため，政策過程や制度構造を同書

から直接に知ることは難しい。また刊行から５０

年あまり経っていることもあり，問題意識や分

析枠組も今日的なものとは隔たりがある。

　よって，本稿では，稲田本をはじめとする先

行研究の成果をもとに（１０），新資料を加え，選挙

研究における問題視角に立って選挙制度の創始

と経路を探っていく。

　とはいえ，現代の問題意識のみから制度設計

の過程を論じることは大きな齟齬を生みかねな

い。そのため本稿では金子堅太郎が作成した
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「各国憲法異同科目」を用いる（１１）。これは元老

院で制度調査に当たっていた金子が各国の憲法

を比較して論点をまとめたものであり，おりし

も憲法調査で渡欧していた伊藤にも送られ，そ

の後，金子が伊藤のもとで憲法制定に携わる契

機となった文書である。

　本稿ではここから選挙法に関わる論点を抜き

出し，本稿の分析対象とする。具体的には，選

挙区のあり方，選挙方式（直接，間接），選挙権

・被選挙権者の資格，選挙にまつわる実務の４

点である。以下，これに沿って議論を進めてい

く。

２．選挙区のあり方

　制度設計者たちにとって最も悩ましいことは，

意外にも選挙区をどう定めるかであった。廃藩

置県から日も浅く，旧藩の影響力が強く残るな

かで代表制を創出するという課題のボトルネッ

クがここにあったからである。

　加えて，参照すべき欧米各国の制度や論理は，

各国の国内，地理的状況による差異が大きく，

定説を得るに至っていなかった。それだけに選

挙区の設定は国内の情勢を強く意識しながら進

められることとなった。

� 大選挙区か小選挙区か

　問題は大きく二つに分かれる。第一は選挙区

の地理的範囲，第二は人口規模の問題である。

第一の問題は旧藩の影響力をどう処理するのか，

第二の問題は代表制の粒度をどうするのかが主

題であった。

　地理的な範囲について，はじめての具体案は，

１８８７年に起草されたと見られる下院議員選挙法

草案である（１２）。ここで制度設計者たちが示し

た選挙区の単位は地方自治の基礎たる町村では

なく，行政単位として置かれた郡区であった。

東京・京都・大阪の３府では全区を１選挙区と

して人口１０万人あたり１議席を，各県では８万

人あたりに１議席を配当することが提案されて

いる。いずれも小選挙区制ではなく，複数の議

員を選出することを前提としたものである。

　郡は地方自治制を編成する際に人為的に策定

された行政単位である。すでに知られているよ

うに，郡の編成は自然村の持つ自治能力を維持，

継承しつつ，行政の広域化を進める目的を持っ

て行われた（１３）。当時，郡は７１６あり，人口も面

積も大小様々であった。同案は人口が８万人に

満たないところでは，いくつかの郡区をあわせ

て１選挙区を構成することとした。それは旧藩

の版図を再編することにつながる。

　町村でなく郡を選挙単位とすることは，代表

制の観点からも大きな意味を持った。府県会規

則，市制・町村制の制定により，府県や市町村

は自治体となった。この自治体ではなく，あえ

て行政区画である郡をもって選挙単位としたこ

とは，衆議院議員は地域代表ではなく，国民代

表であるという論理を生むこととなる（１４）。

　そうした認識を定着させようという動きも見

られた。たとえば，第１回総選挙に先立って滋

賀県が発行した小冊子には次のようなくだりが

ある。

　「選挙区と議員の関係　選挙区とは選挙上の

便宜により設けたるものに過ぎざればその区よ

り選出せられたる議員といえども選挙区の利害

のみを代表すべきものにあらず。宜しく人民お

よび政府の安寧を謀るをもって先とすべし。時

として各個社会の利益を謀ることを得べきも，

予め一般の幸福に注意しこれを害せざるの義務

あるものとす」（『衆議院議員選挙法実用』滋賀

県第一部）（１５）

　それだけに，制度設計者たちは選挙区を定着

させるよう腐心した。選挙のたびに都合よく選

挙区を設定することもあり得たが，そうではな

く，別表をもって定める選挙区法定主義を採用

して，選挙区の定着をめざした（１６）。

　熟慮の末，現状に叶うとして彼らが採用した

のは小選挙区制であった（１７）。それは選挙権者

が候補者の人物を理解することができる物理的
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範囲を重視したものであった（１８）。

　選挙法制定の最終審議を担ったのは枢密院会

議である。同院に提出されていた資料を見ると，

制度設計者たちが参照したのは，主にベルギー，

フランス，イギリス，アメリカであったことが

知られる（１９）。

　同院の審議においても郡区を選挙区とするこ

とに大きな異論は示されなかった。衆議院議員

選挙法に先んじて成立した府県会規則でも郡区

が選挙区とされている（各郡区から人口に応じ

て５人までの議員を選出）。

　他方，複数の郡を併せて小選挙区とすること

には，地域間対立を増幅するのではないかとい

う懸念が示された（２０）。いずれの郡にも相応の

名望家が２，３あり，これらをまとめた場合，

地方の競争心を煽ることになるのではないかと

いう危惧である（２１）。

　さらにそれは候補者の乱立から漁夫の利が生

じる恐れや，のちに論ずるように当選者がごく

一部の代表に過ぎず，地域の広い信頼を得られ

ないという問題に発展していく。

� 人口基準と区割り案の策定

　次に，人口規模と代表制の粒度について検討

する。前述したとおり，下院議員選挙法草案で

は，人口８万人につき議員１名を基準に府県ご

との議員数を定め，これを郡区に割り振ること

を提案した。積算すると議員総数はおよそ３８０

となる。

　８万人という基準は，１８７３年ごろに左院が太

政官の諮詢に答えて作成した「国会議院規則」

にすでに見ることができる。制度設計者たちが

参照していた各国の平均値である人口７６,０７８人

あたり１議席と近似しており（表１），まずは平

均に依拠したことがうかがえる。

　人口を基準とする案に対し，選挙人の人数を

基準とする議論もなかったわけではない。代表

的なものはお雇い外国人ヘルマン・ロェスラー

の案である。立憲制度の構築に積極的に関与し

てきた彼は，選挙人１万人あたり議員１名とす

る小選挙区制を主張したが，選挙人数を基準と

する考えは採用されなかった。

　具体的な区割案の策定は法制局で進められ
（２２），人口基準を１０万人に引き上げて選挙法の

附録別表として明示されることとなった。内務

省県治局長であった末松謙澄によれば，１０万人

に達した郡には１名，それに満たない場合は地

理的な関係も考慮しながら複数の郡を組み合わ

せて１０万人以上の人口を有する区域を作ったと

いう（２３）。

　枢密院に提出された原案では人口基準はさら

に１２万人に引き上げられ，１８万人を超えると２

名の定員が与えられることとなった（２４）。

　しかし，制度設計者たちはすぐにこれを枢密

院に諮らず，まず地方長官に諮問した（２５）。地方

と隔絶された東京の官庁できわめて事務的に行

われた区割りでは，地域の実情に適さない恐れ

があったためである。

　未だ詳細な記録を見いだすことはできないが，

地方長官たちは自らの知見に基づいてさまざま

な意見と要求を示したようである。その形跡は

区割り原案と枢密院諮詢案の差異に見いだすこ

とができる。

　一例として，神奈川県の北・南・西多摩の扱
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表１　制度設計時に参照された各国の人口基準

秘書類纂林田本・『国民之友』
議席／人口議席数議席／人口国名

１３０,０００人３５７１７３,９００人アメリカ
１００,０００人４３３６９,１８１人ドイツ

１郡／１名５８４６６,０００人フランス
６７０５８,９００人イギリス

区ごとに定める３５３５７,５６６人オーストリア
区ごとに定める５０８５７,０００人イタリア

５,０００人４３１５０,０００人スペイン
３,０００人８６オランダ
１０,０００人スイス

市区：１万人／１名
郡村：４万人／１名

スウェーデン

４０,０００人１３８ベルギー
１６,０００人デンマーク

７６,０７８人平均

林田本：林田亀太郎『明治大正政界側面史』（大日本雄弁会，１９２６
年）
国民之友：「憲法一斑（第一）国会」『国民之友』３８号，１８８９年
秘書類纂：宮内庁書陵部蔵「秘書類纂　議会五」より「問目」



いがあげられる。原案では人口１０万人基準に沿

って，北・西多摩郡１３３,６１５人を神奈川２区に，

南多摩・都筑郡１０１,３５６人を３区としていた。こ

れが地方長官への諮問を経て枢密院に提出され

た案では，都筑郡と南多摩を切り離し，北・南

・西多摩を合わせて第３区とした。ほどなくし

て１８９３年には三多摩は内海忠勝知事の発案によ

り，一括して東京府に移管されている。地方長

官の意図を反映した変更であったと見てよいだ

ろう。

　地方長官からの回答を織りこんだ結果，２１６

の１人区，３８の２人区，２の３人区で合計２５６

区２９８人であったものが，２１４の１人区（２減），

４３の２人区（５増）で合計２５７区（１増）３００人

（２増）をもって成案となった。

　なお，枢密院で別表をめぐる具体的な審議は

行われていない。１８８８年１２月１７日に行われた同

院の決議に各選挙区の郡区名と人口を示した別

表が付されているが，これは成案以前のもので

ある（２６）。審議の最後に伊藤議長から地方長官

の答申がすべて出揃っていないことが付言され

ているだけである（２７）。

　原案では明記されていた人口基準は成案では

削除された。人口が変動することで違法状態が

生じることを避けたものとみられる。３００議席

という切りのいい数字になったことは江戸時代

の諸侯３００藩との連続性を感じさせるが，制度

設計者たちは，それは偶然であったとしている
（２８）。上記の過程からみても，彼らの証言は真

であろう。

� 一票の格差と多数選挙の弊害

　一票の格差はどうだったのだろうか。選挙区

単位の人口，有権者数を明らかにした永山正男

の研究によれば，区割り原案が作成された１８８８

年の時点で最多の岐阜６区（恵那，加茂郡ほか）

の１９９,２２１人に対して，最少の長崎６区（上県，

下県郡）は３２,３６０人であり（２９），６.１６倍の格差が

あった。

　島嶼部を例外としてみても１人区では大分５

区（東国東，西国東郡）の１０３,１４８人，２人区で

は京都５区（船井，天田郡ほか）の２０４,３０３人が

最少であり，それぞれ１.９３倍，１.９５倍の格差が

生じている。

　制限選挙であり，人口基準を採用したためで

はあるが，有権者を基準とした場合には，一票

の格差はきわめて大きくなる。最多の三重２区

（三重，鈴鹿郡ほか）の４,５００名に対して最少の

島根６区（周吉，海士郡ほか）は５１名で実に８８.２

倍の格差がある（３０）。島嶼部以外では，京都１区

（上京区）の１１２名が最少であり格差は４０.２倍と

なる。

　もっとも，議席数はまず府県の人口を基準と

して割り当てられたものであるから，府県単位

で検討することも必要だろう。表２は第１回衆

議院議員総選挙（１８９０年）時の人口，有権者数，

議員数を府県ごとにまとめたものである。これ

によれば議員１名あたりの人口は福井県の

１４９,１７６人が最大，最少は長崎県の１０７,４８６人で

あり，格差は１.３９倍に抑えられている。もっと

もこの場合も有権者を基準に見ると滋賀県の

３,０９１人と東京府の４７６人のあいだには６.４９倍の

差が存在した。

　この状況は都市への人口移動がはじまるとよ

り顕著となり，１８９８年には島嶼部をのぞいても

３.６倍と拡大することがすでに明らかにされて

いる（３１）。この問題は区割りの見直し論ではな

く，普通選挙運動へとつながっていく。

　候補者をめぐる議論についても考えてみたい。

人物を重視して小選挙区制を選択した結果，主

な選挙戦術は地縁と血縁を用いた戸別訪問とな

り，結果として，投票は政策の選択ではなく人

物の選択となった。「政治上の主義及びその思

想の冷熱，もしくは閲歴に至りては，選択標準

の眼目とせざりし地方甚だ少なしとせず」とい

う具合である（３２）。

　しかし，実際には旧藩意識が強く残るなかで

小選挙区制実施は，制度設計者たちが企図した

人物主義ではなく，地域主義を表出させた。そ

れは都市と農村，河川の上流と下流などさまざ
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まな利害問題，負担の均衡を巡る問題の反

映として現れ（３３），政党主義と複雑に絡み合

う様相を見せた。

　初期議会においては候補者が乱立し，同

派のなかからも複数の候補が出ることがし

ばしばあった。調整の機能が不十分であっ

たのと，議員の名誉を求める者が予想以上

に多くあったためである（３４）。

　候補者が乱立した結果，当選を勝ち得た

者もごく少数の有権者を代表するに過ぎな

いこととなった。この問題は「多数選挙」

の弊害として取り上げられ，フランスで法

律を学び博士試験に合格したばかりの本野

一郎（のち外相）が早くからその問題を指

摘している（３５）。

　本野はその解決法として比例代表制の導

入を主張し，第１回総選挙の結果を用いて

検討している（３６）。

　それによれば投票総数５７４,３０８（２人区は

２票と計算）に対し，当選議員が得た票数

は２８０,４３３票であった。すなわち半数を超

える２９３,８６５人の意思が死票となっており

著しい不公平が生じていると本野は述べる。

当選議員の得票が半数を超えたのは神奈川，

新潟など２２県に止まり，東京，埼玉，群馬，

山梨，岐阜，長野，秋田，広島では１／３

しか得られていない。本野はこの状況をし

て「我が衆議院は特に国民之全体を代表せ

ざるのみならず，なお国民中の一小部分な

る選挙人の多数さえも之を代表せざるもの

なりと云はざる可らざるなり」と厳しい。

　当選者の得票数の差も著しかった。最多

得票の松田正久（佐賀１区，２人区，連記

投票）の４,５４８票に対して，最少得票は京都

１区の浜岡光哲の２７票であった。その差は

実に１６８倍であり，議席の軽重を問う問題

として帝国議会でも取り上げられることと

なった。
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表２　第１回衆議院議員総選挙時の人口，有権者数

議員１名あたりの
議員数

有権者
／人口

有権者数現住人口府県名
有権者人口
２,１５７１４９,１７６４１.４５％８,６２８５９６,７０４福井
１,２６８１４８,３９４３０.８５％３,８０５４４５,１８２山梨
２,１３７１４７,６８９５１.４５％１０,６８３７３８,４４５富山
１,５７３１４７,３２６５１.０７％７,８６７７３６,６２８宮城
１,７１６１４３,６４３５１.１９％８,５８０７１８,２１５群馬
１,３８６１４２,４６９４０.９７％５,５４２５６９,８７４高知
７０４１４０,７５３７０.５０％４,９２６９８５,２７１鹿児島
１,３２５１３８,９９３８０.９５％１０,６０２１,１１１,９４６長野
２,３９１１３８,３５６４１.７３％９,５６２５５３,４２３佐賀
２,０９７１３６,８６８５１.５３％１０,４８６６８４,３４１栃木
１,５６７１３６,５８６５１.１５％７,８３６６８２,９２８秋田
１,１０１１３５,９４２３０.８１％３,３０４４０７,８２７宮崎
１,２１７１３５,３９５７０.９０％８,５２１９４７,７６６神奈川
１,１５８１３５,２３１５０.８６％５,７９１６７６,１５４徳島
１,８７０１３４,３６６９１.３９％１６,８３２１,２０９,２９５福岡
３,０９１１３３,５１３５２.３２％１５,４５６６６７,５６３滋賀
１,８０２１３２,７６９８１.３６％１４,４１９１,０６２,１５５岡山
１,２４４１３２,５７３４０.９４％４,９７４５３０,２９２青森
１,４５６１３２,２７８８１.１０％１１,６４８１,０５８,２２６静岡
１,１２０１３２,０９７５０.８５％５,６００６６０,４８４香川
２,２６０１３１,８１０８１.７１％１８,０７８１,０５４,４８３埼玉
１,２５９１３１,４４４３０.９６％３,７７７３９４,３３３鳥取
１,７０６１３１,２７４１１１.３０％１８,７６２１,４４４,０１１愛知
９３４１３１,２０９５０.７１％４,６７０６５６,０４７岩手
８２９１３０,５８３７０.６４％５,８０６９１４,０８３山口
１,８７６１３０,４９４７１.４４％１３,１３２９１３,４５９福島
１,５７７１３０,２８５８１.２１％１２,６１６１,０４２,２８１熊本
９９０１３０,２５９６０.７６％５,９４０７８１,５５４大分
１,８５０１３０,２３８９１.４２％１６,６４７１,１７２,１３８千葉
２,４７７１２９,９５７７１.９１％１７,３３７９０９,７０２三重
１,４４５１２９,８８９７１.１１％１０,１１３９０９,２２６岐阜
４７６１２９,８７１１２０.３７％５,７１５１,５５８,４５４東京
１,０２９１２９,４８８７０.７９％７,２０５９０６,４１４愛媛
１,２３１１２８,９１１１００.９５％１２,３０６１,２８９,１０９広島
１,５７０１２８,１１５１０１.２３％１５,６９９１,２８１,１５０大阪
１,３６５１２８,１０６１３１.０７％１７,７４８１,６６５,３７８新潟
１,８５３１２６,８１８１２１.４６％２２,２３３１,５２１,８１７兵庫
１,０７４１２５,０１２７０.８６％７,５１５８７５,０８４京都
１,９４３１２４,８７２８１.５６％１５,５４３９９８,９７６茨城
１,１５４１２４,７６８５０.９２％５,７６９６２３,８４２和歌山
１,６１１１２４,１８５６１.３０％９,６６４７４５,１１０石川
１,８３０１２４,１０８４１.４７％７,３２１４９６,４３１奈良
１,８２３１２３,６４９６１.４７％１０,９３７７４１,８９６山形
１,１８５１１５,３５０６１.０３％７,１０８６９２,１０１島根
５２３１０７,４８６７０.４９％３,６６３７５２,４０２長崎

６８,２４９５,９５２,６００３００５１.４９％４５０,３６６３９,３８２,２００合計
１,５１７１３２,２８０７１.１４％１０,００８８７５,１６０平均

末松謙澄「二三年の総選挙」『国家学会雑誌』４４・４５号，１８９０年より筆者作成。
有権者／人口，議員１名あたりの人口・有権者については，上位５府県に濃い網
かけを，下位５府県に薄い網かけを施した。



３．選挙権のあり方

� 間接選挙か直接選挙か

　制度設計者たちのあいだで大きな意見の相違

があったのは，直接選挙と間接選挙のいずれを

採るのかという問題であった。

　制度取調局が起草した国会規則草案では，国

会議員は府県会において選挙することと規定さ

れた（３７）。間接選挙，複選法である。これに続い

て国会議院複選法案と国会規則案が起草されて

いるが（３８），これも郡を単位に５人以下の選挙人

を選び，選挙人の集会によって議員を選出する

というものであった。

　間接選挙，複選法を用いた背景には立憲政治

調査の際に，伊藤がベルリン大学教授のルドル

フ・フォン・グナイストから強く勧められたこ

とが指摘されている（３９）。グナイストは一貫し

てプロイセン流に拠ることを主張した論者であ

った。加えて，山県有朋とともに地方制度の整

備に当たっていたモッセも，日本では政治公務

への習熟が乏しいため，それを地方自治の実践

によって漸進させる必要があるとし，この観点

から間接選挙を主張する案を提示している（４０）。

　しかし，これは地方議会に政党政派を持ち込

みたくない，持ち込まないかたちで地方議会を

構成しようとしていた制度設計者たちの考えと

相容れない。とりわけ，反対論の中心にいた井

上毅がロェスラーから受けた助言は，選挙人を

用いた選挙は党派性の強いものとなること，府

県会議員による間接選挙とした場合は，国会を

解散してもふたたび同じ構成の議員が選ばれて

くるというものであった（４１）。これは彼らにと

ってきわめて深刻な指摘であり，間接選挙反対

の論拠となった。

　制度設計者のひとりである金子堅太郎も，各

国制度に対する該博な知識を動員して直接選挙

に賛成の立場を採った（４２）。金子が重視したの

は選挙が政治参加の手段のみならず政治教育の

手段となること，国民が議会政治を注視する目

的意識を生成することであった。くわえて金子

は，イギリス，アメリカ，フランス，スペイン，

スイス，イタリアなど１２カ国が直接選挙を採用

する一方で，間接選挙を採用しているのはプロ

イセンとノルウェーの２国に過ぎないことを指

摘し，グナイストに取り込まれた伊藤の蒙を啓

こうとした。

　間接選挙とすることで府県会や郡会，町村会

における政党政派の争いが国政に及ぶことへの

危機感は井上と共通する。しかし，金子は井上

と異なり政党の誕生を不可避と見ていた。ミル

の『代議政体論』を熟読していた彼の念頭には

アメリカの大統領選挙があった。金子の視点か

らすれば，地方における政派と，いずれ国政に

も生まれるであろう政党とどう向き合っていく

かが課題であった。伊藤は，これまで政権から

疎外してきた勢力へも支持を広げようとしてお

り（４３），この論旨は伊藤を動かすものであった。

政府案は直接選挙に落ち着いた。

　間接選挙を求める意見は，枢密院審議で再び

現れた。プロイセンを範に取って等級別選挙を

主張する野村靖，選挙区の存在を煩雑であると

して府県会による複選法を唱える森有礼などの

意見である（４４）。彼らの議論を受けて，法案は野

村，鳥尾を含む７名からなる調査委員会に付託

されたが，委員会での議論の結果として現れた

修正案は直接選挙のままであった。

� 誰を選挙権者とするのか

　近代日本が立憲政治を導入しようとした１９世

紀後半は，各国の立憲政治が運用実態に基づく

変化を進めているときであった。憲法制定後，

議院制度の実地調査にあたった金子堅太郎は，

議場も議事規則も変動期にあり，これといった

定型はまだないと喝破している。すなわち，日

本の制度設計者たちは確固たるモデルのないな

かで，可能な限り多くの事例を検討する必要に

迫られていたのである（４５）。

　表３にまとめたとおり，それは選挙権者の資

格においても同様のものと捉えられていた。
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　そうしたなかで大きな変容を遂げようとして

いたのが選挙権者の規定であった。とはいえ，

いまだ大半の国では制限選挙が用いられており，

それが一般的であった。初めて選挙に臨む日本

でもそれが当然のこととして受け止められてい

た（４６）。

　そうなると，要点はいかに制限を行うかであ

る。基準となったのはミルが示したように年齢，

財産，職業，性別であった。

　下院議員選挙法草案では，２０歳以上の男子で，

１年以上その府県内に家屋を持ち１０円以上の国

税を納めるものとされた。有爵者と現役軍人の

ほか，いくつかの除外例も設けられている。こ

れに先立って制定された府県会規則では，年齢

規定は同様であるが，地租５円以上で選挙区内

に本籍があることが必要とされた。納税要件を

高め，居住要件を緩和していることがわかる。

　年齢要件には，２０歳では政治上の責任を果た

すまでに熟達していないとの意見がロェスラー

から出され，２５歳に改められた。居住・納税要

件については伊藤が厳格化を主張し，選挙区内

に本籍を置き直接国税１５円以上，所得税であれ

ば３年以上収めていることが条件となった。

　１５円に引き上げた狙いはもちろん選挙権者の

数を抑制することであっ

た（４７）。何を直接国税と

するかは別に定められ，

地租と所得税が対象とさ

れた（４８）。所得税として

１５円を納めるには１,０００

円の所得が必要であった

から（４９），選挙権者はほと

んど土地所有者で占めら

れることとなった。

　土地所有者に有利な財

産制限としたことには政

府側，とりわけ地方自治

の確立を先行させたい山

県有朋らの，地主を中心

とした有権者層が投票す

ることで，穏健着実な議会を構成したいという

意向があった。地方の地主よりも士族にこそ知

識才能に富む者が多いとして租税一般をもって

納税要件とすべきという議論が在野にあったこ

ととは対照的である（５０）。

　枢密院には，有爵者の除外例を華族の戸主の

みに緩和したほかは，上記の方向を継承した案

が諮詢された。審議の結果，選挙権者の規定は

原案のまま成案となっている。１８９０（明治２３）

年の第１回総選挙時に際に満２５歳ということは

１８６５（元治２・慶応元）年生まれ以前のものが

選挙権を有したことになる。翻っていえば，明

治生まれの者が選挙権を持ちはじめるのは第３

回総選挙以降のことであった。

　くわえて第５回総選挙（１８９８年）までは営業

税は選挙権者の資格に含まれていなかった。こ

のため第５回総選挙と第６回総選挙では選挙権

者の構成が大きく変化し，結果にも大きな影響

を与えた（５１）。単なる納税要件の議論だけでは

なく，選挙権者の職業，年齢構成が変化してい

くことも視点においた分析が必要だろう。

� 誰を被選挙権者とするのか

　次に被選挙権をめぐる議論をみる。下院議員
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表３　選挙法制定当時における各国の選挙権者資格理解

人口比その他性別職業財産基準年齢国名

１３.６０％男
貴族，僧侶，官吏
などは除外

２１歳イギリス

８７.９０％居住１年以上男納税者２５歳プロイセン

８.９０％
読書，識字条
件あり

男３円８０銭２１歳イタリア

２６.７０％居住２年以上男２１歳フランス

５.６０％
女子高額納税
有権者あり

男２円５０銭２４歳オーストリア

２.９０％
オランダ生，
公権

男８円２５銭２１歳オランダ

２.１０％公権男８円４０銭２５歳ベルギー
１７.５０％普通教育男所得１１０円 or戸主２１歳ポルトガル

５.５０％男
教員，僧侶，高官
は選挙権を持つ

地租５円 or
営業税１０円×２年

２５歳スペイン

２３.７０％居住１年以上男州によって異なる。２１歳アメリカ

１.１０％居住１年以上男
華族の戸主，警察
官などは除外

直接国税１５円２５歳日本

「憲法一斑（第二）選挙者の資格（但し下院議員選挙者）」『国民之友』３９号，１８８９年
「政権の分配を論じて，市町村公民，府県会議員，並びに国会議員の資格に及ぶ」同４０号



選挙法草案では，２５歳以上の男子で，２年以上

その府県内に家屋を持って１０円以上の国税を納

める（所得税は３年以上）者とされた。府県会

規則では府県内に３年の居住が必要とされてい

たから，居住要件は緩和されている。

　同案は，選挙権者の資格引き上げに応じて被

選挙権者の年齢を３０歳に，納税額を１５円に引き

上げた。比較した各国の中でもほぼ上限まで引

き上げている。選挙権者と同等の資産を基準に

しつつ，年齢による差をつけた措置である。

　一方で伊藤は，被選挙権者については居住要

件を削除した案を枢密院に示した。衆議院議員

は地域代表ではなく，全国代表であることを強

調したものであった（５２）。しかし，同院は伊藤の

意向を退け，居住要件を復活させている。

　枢密院審議における最大の争点となったのは，

議員と官僚の兼職である。この点について，民

間の議論は意外にも柔軟であった。たとえば，

ベンサムやミルを学び，民権派のなかでも最も

進んだ選挙論を展開していたとされる小野梓で

さえも，議員と行政官の兼任は政治の運行を円

滑にするものであり，禁止する必要はないと論

じている（５３）。

　しかし，制度設計者たちは民権派より慎重で

あった。諮詢案では，大臣，次官，枢密院議長

・副議長・顧問など，兼職を許可す

る官職を限定列挙する方式が提案さ

れた。これに対して審議では，国務

大臣，議会次官のみに兼職を認める

イギリス流と，原則としてすべての

官僚に被選挙権を与えるドイツ流双

方の支持派が持論を展開し，議論は

混沌とした。伊藤は諮詢案の趣旨は

イギリス流でもドイツ流でもなく，

日本の実情に照らして議会運営の円

滑化を図るものであると説明した
（５４）。結果，国務大臣と次官，書記官，

非職中の官吏には兼職を認める方向

で調整が進められた。

　しかし，再審を経た成案では，再

び被選挙権を認めない官職（宮内官，裁判官，

会計検査官，収税官，警察官）を限定列挙する

方式が採られた。官僚には被選挙権があること

を原則としつつ，例外を示すかたちであり，ド

イツ主義者への配慮が見られる。これにあわせ

て，府県郡の官吏はその地域において被選挙者

たりえないことも加えられた。従来の案では選

挙の執行にあたる市町村の官吏だけであったも

のが，より広く選挙の正当性を確保することが

図られたものといえる。

　なお，森有礼が教官も軍人と同様に除外例と

すべきと主張したが容れられなかった。このた

め，府県立・町村立学校の教員は当該地域から

選出されることが可能となり（５５），名望家たちの

あいだで候補者が決まらない場合，教員は格好

の擁立候補となっていく。

　諮詢案で新たに現れたものに地方議会議員の

兼職問題がある。彼らには被選挙権は認められ

たものの，衆議院議員に当選し承諾する場合に

は地方議員を辞することが求められた。物理的

に兼職が難しいことはもちろんであったが，そ

れ以上に地方政界の状況を国政に持ち込みたく

ないという政府側の意図を反映した決定であっ

た。このことは，府県会議員の有力者が順繰り

で衆議院議員となる「名誉の分配」をもたらす
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表４　選挙法制定当時における各国の被選挙権者資格理解

その他性別職業財産基準年齢国名

男
貴族，僧侶，官吏，
選挙事務関係者は
除外

２１歳イギリス

男納税３年以上３０歳プロイセン
男僧侶，官吏は除外条例による３０歳イタリア
男王家一族は除外２５歳フランス

間接選挙男２４歳オーストリア
オランダ生
公権保持

男３０歳オランダ

公権保持
国内現住者

男２５歳ベルギー

男所得４４５円２５歳ポルトガル
男僧侶は除外地租，直接税２５歳スペイン

居住７年以上男州ごとに異なる。２５歳アメリカ

男
華族の戸主，警察
官，選挙事務関係
者などは除外

直接国税１５円３０歳日本

「憲法一斑（第三）被選挙者の資格」『国民之友』４０号，１８８９年



一因となる。それは連続当選を阻み（５６），専門性

の高い政治家が育たない土壌を生むことにもつ

ながっていく。

　もうひとつ，１８８９年法には立候補の規定がな

いことが目を惹く。信望のある人材が自然に推

されるべきというイメージがあったためであろ

う。この意識は立候補に際しての推薦人として

残された。

　しかし，その結果，新聞紙上などで立候補声

明をして売名行為を行う者や，さしたる運動も

せず漫然とあわよくば当選を目指す者，他の候

補の落選を図るため立候補宣言だけをする者な

どが相次いだ。このため，１９２５年改正では立候

補の届け出，推薦人，供託金が規定されること

となる。理念と現実の距離は大きかった。

４．選挙事務のあり方

　最後に，選挙事務にまつわる論点を投票，開

票，選挙違反の三点から見ていきたい。

� 投票の方法をどうするのか

　選挙事務は府県知事の指導のもと郡区長が行

うことが，制度設計者たちのあいだで一貫した

方針であった。

　下院議員選挙法草案が提示した投票の方法は，

戸長役場で投票用紙をあらかじめ交付し，選挙

の当日，郡役所に赴いて官吏に氏名を告げ，選

挙人名簿と照合ののち，投票用紙に自分の氏名，

住所，被選挙人の氏名を記入するという流れで

ある。投票会場が郡役所に限られているため，

島嶼部では投票総代人を選んで投票を委託する

こととされている。

　投票日は７月１日に固定されている。選挙人

名簿の確定（６月１５日）から１５日の猶予を取り，

選挙人が投票について考える時間を確保したも

のとされる（５７）。

　同案に対する異論の最たるものは投票所の数

に関するものであった。たとえばロェスラーは，

各選挙区に１００～２００の投票所を設けることを勧

めている（５８）。これを受けて，枢密院諮詢案では，

投票所は郡長もしくは市長が指定すること，各

投票所は町村長もしくは区長が管理することが

提案された。町村ごとに１つの投票所を置く方

針が定まった。投票日についても，解散による

臨時総選挙の可能性が指摘され，７月１日を標

準の投票日とするものの，臨時総選挙の場合は

３０日前までに選挙日を公布することとされてい

る。

　実務面については，制度設計者の一人であり，

内務省県治局長として選挙の運営に当たること

が予定された末松謙澄の求めにより，詳細な記

述がなされた（５９）。その内容はきわめて繁多と

なり，町村吏員の混乱が予想されたため衆議院

議員選挙法が制定されると数多の手引書が官民

問わず刊行されている（６０）。

　大きな変更点は，投票用紙の配布と立会人の

設定である。投票用紙は事前交付を改め，投票

当日に投票所で渡されることとなった。この背

景には，府県会議員選挙を通じて，事前配布が

腐敗の温床となっているとの判断があったよう

である（６１）。

　投票所の管理と監督を郡区長や町村長に委ね

ていた原案に対し，枢密院諮詢案では立会人の

設定が図られた。立会人は当日集まった選挙権

者から抽選で２～５名を選ぶこととされ，投票

箱が空であることを確認する作業も明記された。

投票用紙の事前配布と同様に，府県会議員選挙

の経験に基づく改善点であった（６２）。

� 開票の方法をどうするのか

　次に開票の方法について見ていく。下院議員

選挙法草案では，投票と同様に開票作業も郡区

役所で実施することを予定していた。開票作業

の公正さを確認する者として，府知事があらか

じめ選挙人のうちから投票検査委員を選び，彼

らが開票に立ち会うこととした。投票箱にも二

つの鍵を付し，一つは郡区長が，もうひとつは

投票検査委員が持つこととされている。

　開票の手順は，まず投票と投票人の総数を確

認のうえ，投票の点検に入る。被選挙人名の誤
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字脱字仮名字は，「その人名を知りうる者」であ

れば得票に数えることとされた。投票は通常６０

日間，申立のあるときにはその確定まで郡役所

に保存することが提案されている。

　枢密院諮詢案では，投票が町村で行われるこ

とになったことに合わせて，投票箱を町村から

開票を行う郡区役所に運ぶ過程が必要となる。

投票日当日，夜７時の定刻が来ると，町村長は

投票終了を告げて投票箱を閉鎖し，翌日，立会

人とともに郡役所に投票箱と投票明細書を運ぶ

こととされた。島嶼については，草案が提示し

ていた代理人投票ではなく，期日に間に合うよ

うに現地で事前投票を行うことが認められてい

る。

　各投票所から集められた投票箱は郡役所で開

かれる。選挙検査委員は，知事が事前に選定す

るとした草案の規定をやめ，開票の場で立会人

から３～７人を抽選で選ぶことに改められた。

選挙の公正さを明示すること，事前決定に伴う

不正の余地を減じる措置である。

　成案にいたるまでの過程を見ると，制度設計

者たちが選挙管理側の不正に細心の注意を払っ

ていることに気がつく。彼らは選挙の正当性が

実施側によって毀損されることを恐れ，対策を

講じていた。選挙運動の自由度が高かったこと

と較べると，その意図はより明確となるだろう。

　選挙資格を厳格に制限する一方で，そのなか

で実施される選挙はできるだけ公正さを保ち，

正当性を持つものとしたい。そうした制度設計

者たちの意思は，限られた有権者空間での開か

れた選挙を導いた。

　象徴的であるのは，上記の立会人選定の過程

と，選挙権者の開票参観を許したことである。

とりわけ後者はさまざまな影響をもたらした。

投票が記名投票であることから，開票時には投

票者の氏名と得票者名が合わせて読み上げられ

たことはその最たる例だろう。誰に投票したの

かが明白なのである。

　このため，ある陣営は，選挙人名簿の上に個

別に●と○のハンコを捺すことで，誰が誰に投

票したのかを細かく記録していた（６３）。こうし

た行為は各地で行われていたのであろう。これ

はムラや組織の規律を守るように働くと同時に，

誰が買収に応じたのを顕在化させる手段として

も機能した。

　もっとも，郡長，市長が立会人を選ぶ方式は，

町村の官吏を公平無私とみなした選挙事務規定

とともに，恣意的な人選や，吏員による代書の

際の不正といった問題を生じさせた（６４）。のち

に政党政治が現実のものとなると，この制度で

は特定の党派に有利な人選が行われる懸念が生

まれた。このため，１９２５年改正では議員候補者

が自ら立会人を定める方式に変更された。

　選挙事務の最後となるのは当選の確定である

が，初めての選挙であり，立候補制を取ってい

なかったことから，一人で複数の選挙区におい

て当選する人物がでることが予想された。この

ため，下院議員選挙法草案は当選通知を受け取

ってから１０日間，いずれの選挙区に属するかを

届け出る期間を置いている。また，立候補制で

はないため，辞退も同様の期間で認められてい

る。

　枢密院諮詢案では，この規定をより実用的に

改め，府県内にある場合は１０日以内，府県外に

ある場合は２０日以内にいずれかの選挙区で当選

承諾の届け出をしなければ辞退したことと見な

し，再選挙を行うこととされた。実際，第１回

総選挙では鈴木重遠が愛媛４区と１区で，元田

肇が大分１区と５区で当選し，それぞれこの規

定に従って選挙区を選んでいる。

� 選挙運動をどこまで認めるか

　わが国の選挙制度では，１９２５（大正１４）年の

改正で選挙運動をめぐる規定が厳格化され，戸

別訪問の禁止，文書手段の大幅制限など，現在

に通じる選挙運動制限がはじまったことが知ら

れている（６５）。しかし，選挙法の制定時にはより

自由な選挙戦が認められていた。

　下院議員選挙法草案では，選挙人・被選挙人

名簿に記載されるために財産，納税額，身分，
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年齢，住所などを偽った者には罰金刑を科すこ

とが提案されている。季武嘉也氏の表現に従え

ば，「選挙の真正」を犯す行為である（６６）。

　これに加えて，名義のいかんに関わらず，金

銭物品を選挙人に授与した者も罰金刑，　投票

を得るもしくは妨害するために暴行脅迫を行っ

た者は禁固刑とされている。選挙会を混乱させ

た場合も同様であり，凶器を所持していた場合

はより重い刑が科された。「選挙の純潔」と「選

挙の自由」への違反である。

　枢密院諮詢案では，金銭物品に加えて公私の

職務の授与が禁じられた。パトロネージを事前

に防ごうというものであり，制度設計者たちの

選挙管理側への厳しい目線が窺える。この背景

には，府県会議員選挙を通じて公選戸長が地域

におけるパトロネージの対象となっていたこと

が思い起こされる（６７）。

　投票日の選挙運動について，諮詢案では投票

所とその周辺での演説，討論を厳格に禁じたが，

成案では禁止範囲は投票所内に限られた。この

結果，投票所周辺に選挙事務所と接待所が乱立

することとなる。

　投票所の秩序維持は慎重に規定された。投票

所の管理者となる町村長に相応の権限が与えら

れるとともに，有権者以外が投票所に入ること，

凶器などを所持して投票所に入ることが固く禁

じられた。「選挙の純潔」「選挙の真正」を守り，

「選挙の自由」を重視した規定であった。

　しかし，実際に選挙が行われていくと，制度

設計者たちの予想を超えて不正が横行し，彼ら

が重視した選挙の正当性が揺らぐこととなった。

小選挙区制による選挙運動の苛烈化，それに伴

う選挙違反の多発は，大選挙区制や普通選挙を

要求する際の論拠となるほどであった。もっと

も，大選挙区制も普通選挙も選挙をめぐる不正

を止めるには至らなかった。

　選挙違反の内容を見ると，第１・２回選挙で

は不実記載や虚偽事実の公表といった選挙その

ものの正当性を揺るがす違反が多い。投票間際

に候補者が拘留された，被選挙権を失ったとい

う類いの流言も目立ったという（６８）。これは回

復が難しく，予防策が必要な問題となった。第

３～５回になると職権乱用や暴力，脅迫が増え，

第６回以降は賄賂や饗応が主となる（６９）。

　選挙運動にあたったのが選挙区外から集めら

れた青年たちであったこともこの問題を深刻な

ものとしていた。彼らは饗応や金銭を受けて運

動員として活動しており，これは物理的な衝突

が生じる原因ともなっていた。

　そのため，１９２５年改正では，候補者ごとに選

挙事務長を置き，選挙事務所の設置，休憩所設

備の禁止，戸別訪問の禁止，運動員数の限定な

ど詳細な制限が施され候補者側に厳正な管理を

求めることとなった。

　季武氏が指摘するように，村内の騒擾の基本

は民民対立であった（７０）。それが吏党対民党の

回路をたどって政党対立へと再編されていった。

その結果，地域間の対立は増幅する。選挙は有

権者以外も参加する，ムラの祭りとなった。こ

れに参加しないこと，饗応や金銭を受け取らな

いことは，ムラにおいては結束を破る行為であ

った（７１）。政策によって選挙が争われるには，ま

だ相当の時間が必要であった。

　実際，第１回総選挙の選挙運動では，まだ印

刷物などを配布して自己の政策を訴えるといっ

たことは少なかったようである。制度設計者の

ひとりであり，自らも福岡８区から当選した末

松は次のように述べている（７２）。

　「本邦今回の総選挙についてはご承知のごと

くこれという大問題の人心を傾動せしめしもの

は無かりしと思はる。且つまた西洋にては『マ

ニフェスト―』即ち選挙檄文を発し及び各所に

演説をもなし将来の政略を吐露して人心を喚起

し，独り自己の選挙区のみならず広く全国の人

心を収攬せんことを務むるの習なるが，本邦に

手は未だ如此の事なし。」

　末松はその原因を候補者の技量，胆力，戦略

の不足に加えて，自ら当選を求める行為が東洋
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的な君子像からすると躊躇されたのだろうと分

析する。末松自身は現職の局長でありながら多

くの時間を割いて選挙運動に没頭し，当選を勝

ち得た議員であった。彼からすれば，政策論争

が広がりを見せることこそ議会政治の本旨とい

う理想があったのだろう。

　政党が自説を積極的に発信する必要を自覚し

たのは第２回総選挙で激しい選挙干渉を受けて

からのことである。以後，自由党，立憲改進党

はいずれも機関誌を発行して政策の宣伝普及に

努めた（７３）。もっとも末松は各党が発表した綱

領についても「価値無き語句を以て互に相雷同

せしに過ぎず，その趣き大に西洋政治家の選挙

檄文と同じからず」と辛辣に切り捨てているの

であるが。

おわりに

　日本の選挙制度の創始と経路をたどってくる

と，憲法がドイツ（プロイセン），議会制度がイ

ギリスを範型としていたのに対して，選挙制度

は特定のモデルを持たずに広く各国の制度を渉

猟し，検討して，明治前期の日本の状況に応じ

るかたちで作られたことが明らかとなる。のち

の立法にもいえることだが，他国の例をきわめ

て広範に参照しながら慎重に政策形成に当たっ

ていることには瞠目する。

　制度設計者たちは，選挙の正当性（「選挙の純

潔」と「選挙の真正」）を守るために，「選挙の

自由」を広く確保する一方で，選挙管理者たち

の不正に厳しく目を光らせていた。政府部内は

もちろん，制度設計者たちのあいだにも捉え方

の相違があり，その議論の産物として生まれる

選挙制度，議会政治に多様な評価があることを

彼らは認識していた。それゆえに，為政者たち

の意図を忖度して選挙管理者が暴挙に出ること

を何より恐れ，規定を厳格にしたのである。そ

の懸念は第２回総選挙において現実のものとな

ってしまうのだが。

　制度設計者たちのなかでも，伊藤や金子は政

党の伸張を予期して，それをどう育てるか，そ

れとどう向き合うかを念頭においていた。選挙

制度が憲法とは別に立てられ，以後，頻繁な改

正によって時代に応じていったことは，日本政

治の安定的な展開を支えた部分があるだろう。

　そうしたなかで気にかかるのは選挙区の問題

である。本稿で見たように選挙区は民主主義を

規定するひとつの「制度」である。にもかかわ

らず，選挙法を定めた枢密院の審議では選挙区

の詳細を定めた別表は審議されなかった。むし

ろそれを決めたのは，長く自由民権運動と向き

合ってきた地方長官たちの意見であった。この

ことの意味と影響は，中央と地方，代議制と民

主主義を考えるうえで看過することはできない。

この点については稿をあらためて論じることと

したい。

（１）　加藤秀治郎『日本の選挙』中公新書，２００３
年，３７頁。

（２）　大石眞『憲法秩序への展望』有斐閣，２００８
年，３８頁。

（３）　五ヶ条の御誓文の射程については，拙著
『近代日本の官僚―維新官僚から学歴エリー
トへ』中公新書，２０１３年，第１章。

（４）　澤大洋「明治最初期の選挙制度論の発展」
『選挙研究』５号，１９９０年，３２頁。

（５）　たとえば馬屋原彰訳『和蘭議員選挙法』
１８７２年，大井憲太郎ほか訳『仏国民選議院選
挙法』滔々斎，１８７４年，鈴木義宗訳刊『米国
選挙法』１８７９年，紙幣寮刊『加里福尼州選挙
法』１８７６年など。

（６）　瀧井一博『ドイツ国家学と明治国制』ミ
ネルヴァ書房，１９９９年，１９６頁。

（７）　『金子堅太郎著作集』２，日本大学精神文
化研究所編刊，１９９６年，１１５頁。

（８）　稲田正次『明治憲法成立史』下巻，有斐
閣，１９６２年，１０７３頁。

（９）　たとえば，日本の選挙制度史を論じる際
に必ず参照される杣正夫『日本選挙制度史』
（九州大学出版会，１９８６年）は，普通選挙制
定以後を論じたものであり，１８８９年，１９００年
法についてはその内容を紹介するに止まって
いる。

（１０）　河村又介「明治時代に於ける選挙法の理
論及び制度の発達」１～３（『国家学会雑誌』
５６巻１１号～５７巻２号，１９４２～３年），富田信男
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「衆議院議員総選挙の史的分析」１・２（『選
挙研究』１～２号，１９８６～８７年），松尾尊�
『普通選挙制度成立史の研究』（岩波書店，
１９８９年），佐藤俊一「明治中期における府県会
規則と衆議院議員選挙法の形成」（『社会科学
研究』１１巻２号，１９９１年），川人貞史『日本
の政党政治』東京大学出版会，１９９２年など。

（１１）　金子「各国憲法異同科目」（高瀬暢彦編
『金子堅太郎著作集　第一集』日本大学精神文
化研究所，１９９５年）。

（１２）　宮内庁書陵部蔵「秘書類纂　議会一之四」
所収。内閣用箋にまとめられている。

（１３）　飯塚一幸「連合町村会の展開と郡制の成
立」『日本史研究』３２６号，１９８９年，３－３５頁。

（１４）　同様の議論はこののちも争点であり，選
挙権は選挙区ではなく個人に帰するとする論
などが見られるようになった。たとえば，森
口繁治「選挙区法律的性質と其法定主義」『法
学論叢』１５巻６号，１９２６年，８４頁。

（１５）　『衆議院議員選挙法実用』滋賀県第一部，
１８９０年。

（１６）　選挙法制定の際に深く参照されたとされ
るドイツでは１８６９年に，フランスでは１８７５年
に選挙区法定主義が採用されている（前掲，
森口「選挙区法律的性質と其法定主義」８８～
９０頁）。

（１７）　林田亀太郎『明治大正政界側面史』大日
本雄弁会，１９２６年，１７２頁。林田は当時，法制
局参事官として同法の執筆に当たったという。
のち，衆議院書記官長，衆議院議員。

（１８）　永松木長ほか編『帝国議会・衆議院・府
県会・市町村会議員選挙法対照鑑』上，共盛
社，１８８９年，２頁ほか。

（１９）　国立公文書館蔵「参考資料　各国選挙法」。
（２０）　国立公文書館蔵「衆議院議員選挙法会議
筆記　明治二十一年自十一月二十六日至十二
月十七日」１１月２７日午前。

（２１）　たとえば「帝国議会開設前に於ける第一
着の準備」『国民之友』４２号，１８８９年。

（２２）　法制局の林田，小川光享，尾崎朝景の３
名が実務にあたったという（前掲，林田『明
治大正政界側面史』１７４頁）。

（２３）　末松「二三年の総選挙」『国家学会雑誌』
４４号，１８９０年，５５７頁。

（２４）　前掲，林田『明治大正政界側面史』１７４頁。
（２５）　前掲「衆議院議員選挙法会議筆記」１１月
２６日午後。

（２６）　国立公文書館蔵「枢密院決議・一，衆議
院議員選挙法・明治二十一年十二月十七日決

議」。この別表には同年１２月３日に再置され
た香川県がない（愛媛県に含まれたまま）な
ど不備がある。

（２７）　翌１８８９年２月５日の決議にある別表は成
案と同様であるが，この再審決議は字句修正
の範囲に止まる限定的なものであり，区割り
には全く手を触れていない（国立公文書館蔵
「枢密院決議・一，衆議院議員選挙法・明治
二十二年二月五日決議」）。

（２８）　前掲，林田『明治大正政界側面史』１７４頁，
前掲，末松「二三年の総選挙」５５８頁。

（２９）　永山正男「明治期小選挙区制の基礎的統
計」『鳥取大学教育学部研究報告　人文・社
会科学』４７巻２号，１９９６年，１７９－１８０頁。

（３０）　永山正男「明治期小選挙区制の基礎的研
究」『選挙研究』１２号，１９９７年，１０６頁。

（３１）　同上，１０５頁。
（３２）　江原素六「政党員の注意」『党報』９号，
１８９２年（内田健三ほか編『日本議会史録』１，
第一法規出版株式会社，１９９１年，６８頁）。

（３３）　長妻廣至『補助金の社会史』人文書院，
２００１年，５０頁。

（３４）　前掲，末松「二三年の総選挙」５６３頁。
（３５）　本野「欧米議員選挙法之弊ヲ論ス」『国
家学会雑誌』３９，４１～４３号，１８９０年。

（３６）　本野「衆議院ハ選挙人ノ多数ヲ代表セズ」
『国民之友』９３号，１８９０年。

（３７）　宮内庁書陵部蔵「秘書類纂　議会一之四」
所収。参事院用箋にまとめられている。

（３８）　同上。
（３９）　前掲，稲田『明治憲法成立史』下巻，１０７１
頁。

（４０）　前掲，佐藤「明治中期における府県会規
則と衆議院議員選挙法の形成」６６頁。

（４１）　前掲，稲田『明治憲法成立史』下巻，１０７３
頁。

（４２）　同上，１０８２頁。
（４３）　御厨貴『明治国家をつくる』藤原書店，
２００７年，第２章。

（４４）　前掲「衆議院議員選挙法会議筆記」１１月
２７日午前。

（４５）　日本における議事堂，議場の変遷につい
ては，拙稿「議場の国際比較（１）日本の国
会議事堂と議場―民主主義を規定する枠組み
として」SFC研究所日本研究プラットホーム
ラボWP No.5。

（４６）　たとえば全国区比例代表制による選挙を
主張し，ベンサムやミルの主張に共鳴した小
野梓も普通選挙の実施には疑問を示している
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（澤大洋「日本選挙制度思想史分権研究序説―
徳川中末期から小野梓の理論まで―」『行動科
学研究』２７号）。

（４７）　前掲「衆議院議員選挙法会議筆記」１１月
２６日午後。１８８６年１月の人口調査によれば地
租１０円の納税者は８４万９６５人であったという。

（４８）　明治２２年勅令第４１号「衆議院議員選挙法
及貴族院令中直接国税種目」。

（４９）　前掲，松尾『普通選挙制度成立史の研究』
１０頁。戦前基準企業物価指数が残されている
のが１９０１年以降のため単純に比較はできない
が，たとえば１８８９年の帝国議会議員の報酬は
年８００円，大卒官僚の初任給は月給５０円であ
った。

（５０）　たとえば福本巴（日南）『普通民権論』
磊落堂，１８７９年，３１頁。

（５１）　この点については，拙稿「隈板内閣下の
総選挙」『選挙研究』１８号，２００３年。営業税
を含むことは１８８９年法の起草過程においても
検討されていたものの，その段階では見送ら
れていた（前掲「衆議院議員選挙法会議筆記」
１１月２６日午後）。

（５２）　伊藤は，このことを問うた森有礼の質問
に「国会は一国の政治を議する場所なるが故
に其の議員も一地方を代表するものとなさず
一国を代表するものと認むるは原案起草の旨
趣なり」と答弁している（前掲「衆議院議員
選挙法会議筆記」１１月２６日午後）。

（５３）　前掲，河村「明治時代に於ける選挙法の
理論及び制度の発達」１，３６頁。

（５４）　前掲「衆議院議員選挙法会議筆記」１２月
１０日午前。

（５５）　三好巻次『衆議院議員選挙法詳解』博聞
社，１８９０年，３３頁。

（５６）　前掲，川人『日本の政党政治』３３頁。
（５７）　磯部四郎『議院法衆議院議員選挙法及貴
族院令註釈』阪上半七，１８８９年，６０頁。

（５８）　前掲，稲田『明治憲法成立史』下，１０９９
頁。

（５９）　前掲，佐藤「明治中期における府県会規
則と衆議院議員選挙法の形成」７９頁。

（６０）　たとえば，枢密院の属官である大原光亨
による『衆議院議員選挙法問答』（汎愛堂，
１８９０年）など。

（６１）　「府県会議員選挙法の改正」『国民之友』
４４号，１８９０年。

（６２）　前掲「府県会議員選挙法の改正」『国民
之友』４４号。

（６３）　たとえば，１８９８年８月の第６回総選挙で

長野５区（北・南佐久軍）から出馬した小山
久之助の個人資料には，同区有権者一覧の個
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